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1 ウクライナ危機を契機に、ロシア企業は、欧米・ロシア相互の制裁の応酬と
いう非関税障壁に守られている。ロシア政府もまた、輸入代替産業育成政策
によって、国内産業基盤の高度化に取り組んでいる。

2 ロシアの製造業は、依然として多くの課題を抱えている。製品サプライチェ
ーン（原材料の生産から消費者に至るまでの全工程）が自国内で完結してい
ない、設計・エンジニアリング機能を自社で有していない、熟練労働力が不
足している、ソ連由来の旧態依然とした組織構造・権限割当・人事評価制度
が残っている、などである。

3 生産現場も5Sが徹底されておらず、品質の自工程完結の意識が低く、作業標
準化も進んでいない。また、情報システムも、生産管理には使いにくいシス
テムが標準として利用されているなど、課題が多い。

4 数理、論理、情報分野に長け、優秀なエンジニアが多いロシアでは、製造業
のポテンシャルは高い。生産品のタイプ別、企業の規模別に、生産性向上に
向けた取り組みを具体的に示したり、旧態依然の組織構造や権限配分、人事
評価制度を見直したりすることで、生産性の向上の余地は大きい。

5 ウラル山脈以西のロシア（欧州ロシア）だけで人口 1億人の市場であり、ル
ーブル安はロシアから欧州など周辺国への輸出ポテンシャルを増大させてい
る。日本企業も合弁会社設立などを通じて、ロシア企業の生産性改善を実現
し、ロシア・欧州市場の攻略機会を獲得することが期待される。
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Ⅰ	 非関税障壁を活かし切れないロシア製造業

前稿で指摘したように、ロシア政府はウク
ライナ危機などに関するEUや米国の経済制
裁に対抗して、EU・米国製品のロシア国内
への輸入規制を掛けた上で、ロシア製造業を
優遇する国内優先調達制度の導入を図ること
で、輸入代替型産業育成に取り組んでいる。

一方で、千載一遇の成長機会を享受してい
るはずのロシア企業は、現時点で国内ユーザ
ーからの信頼を獲得できているわけではな
い。この背景には、旧ソビエト連邦の国営企
業の流れをくむ企業の機能子会社が依然とし
て多数存在し、それらの会社の経営面、生産
面、品質管理面が旧態依然としていること、
旧ソ連崩壊後に設立された民間企業の経営規
模は小さく、製造している製品の加工度が高
くないこと、生産性向上への取り組みも十分
に行われていないこと、などがある。

本稿では、これらのロシア製造業の生産活

動の課題を指摘するとともに、ロシア製造業
の生産性の改善の方向性について論じるもの
である。

Ⅱ	 ロシア製造業の課題

1 主要部品の輸入比率の高さ
ロシアでは、石油ガス、LNG、鉱山など

の掘削機械、精製設備や発電所、医療機器に
おいて輸入比率が高くなっており、特に
LNGや一部のハイテク製品、医療機器では、
ロシア国内で使用される機器の100％が輸入
されている（図 1 ）。

主要製品だけでなく、工作機械も輸入比率
が高くなっている。たとえば、金属加工用の工
作機械の場合、2013年には輸入比率は73％で
あったが、14年には92％に達している（図 2 ）。

このような状況に対して、ロシア政府は13
年以前から輸入代替政策を導入し、輸入比率
を引き下げる目標を設定している。

図1　鉱業・発電・医療機器分野の機器における輸入品比率
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図2　金属加工機械の輸入比率とロシア連邦産業貿易省の「ロシア工作機械分野における2030年までの戦略注1」
による2013年以降の輸入比率低減目標
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ロシア産業貿易省の工作機械輸入品利用削減計画

6年間で22％削減

出所）http://www.metobr-expo.ruc 出所）http://minpromtorg.gov.ru/activities/industry/otrasli/stankostroi/

図3　特別投資契約（Special Investment Contract）を活用したハイエンド機器の国産化
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より高い水準である。
近年、銀行セクターにおける国家の介入も

増加しており、現在のロシアでは国営銀行は
9 割近くになっている。ローンを得るために
は、経済性に基づく銀行の要求だけでなく、
国家による政策的な要求をも満たす必要があ
る。ロシア政府は国産品の利用を推奨してお
り、多くの国家プログラムを立ち上げてい
る。このため、ロシア国産品の利用を前提に
した借り入れ申し込みは通りやすいが、性能
を重視した海外の製造設備を輸入する場合
は、銀行からの借り入れが難しい場合も生じ
ている。

ルーブル安による外貨建て債務の返済負担
と、ウクライナ危機以降の銀行の融資姿勢の
変化によって、ロシア企業は性能の良い製造
設備に対して安定的に投資を続けることが難
しくなっている。

4 弱い設計機能
旧ソ連のときから防衛系企業の発展は国と

して優先されていた。そのため、ロケットを
飛ばしたり、戦闘機を設計・製造できる一方
で、優先順位が低い一般的な産業の中小企業
は、設計機能が弱いままの状態に置かれてい
る。この結果、多くの中小企業は納品先から
設計図をもらい、それに基づいて製造する
か、海外の企業から設計図や製造マニュアル
を提供してもらわないと新製品を製造できな
い状態である。

製造業全体の設計・エンジニアリング機能
が弱い背景は、大学における高等教育のミス
マッチも原因であると考えられる。ロシア連
邦教育・科学省よると、2010年以降、エンジ
ニア専攻の学生数は人文社会科学や経済・経

今よりもハイエンドの機器を国内で製造す
るために、政府調達における優遇（一定期間
の随意契約を認める）や税の還付などの優遇
措置を含む特別投資契約（Special Invest-
ment Contract）という政策も導入された

（図 3 ）。既に自動車分野を中心に幾つかの特
別投資契約が締結されており、今後、製造設
備の国産化や、部品の国産化への貢献が期待
されている。

2 自国内で完結しない
 サプライチェーン

ロシアは、エネルギー資源、鉱物資源をは
じめ、多くの天然資源を有しており、またソ
連以来の重工業も存在していたため、本来、
多くの製品で部品サプライチェーンは自国内
で完結できるはずである。しかし実際にはロ
シア国内製造業の製造品質のばらつきが大き
く、生産性が低いため、高い品質の資機材が
必要な場合は欧州などから輸入せざるを得な
い。また低品質・バルク資機材は中国製品が
流入してきている。特にルーブル安の局面で
は、中国からの輸入が増加する傾向がある。

3 不十分な投資余力
多くのロシア企業は、既に日欧の最新の製

造設備への更新による技術変化への対応など
を試みているが、外貨で製造設備を調達した
ため、その外貨建て債務の返済に苦しんでい
る。実際に、ウクライナ危機とルーブル安の
影響で設備投資のコスト負担（金利や為替）
は 2 倍程度になっている。中央銀行の政策金
利は、2013年には5.5％であったが、ウクラ
イナ危機直後は17％に達した。18年には、
7.5％まで下がっているが、依然として13年
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営学部と同程度となっている。入学定員の比
率自体は、日本の学部定員と遜色ない（図 4 、
5 ）。

ロシアでは、伝統的に単科大学が多く、エ
ンジニアリング関連ではモスクワ国立建設大
学（Moscow State Civil Engineering Uni-
versity）やモスクワ国立鉱業大学（Moscow 
State Mining University）などが有名であ
る。1990年代以降は製造業がふるわず、経済
自由化に伴い経済的利益を追求する傾向が強
くなったため、これらの有名エンジニアリン
グ単科大学にも経済学部や法学部が設置され
た。学生は、卒業後の就職を意識し、エンジ
ニアリング系の大学に入学したにもかかわら
ずエンジニア専攻と異なる専攻で卒業する卒
業生も多かった。また、ロシア企業における
設計部門の弱さ・就職機会の少なさは、少な
いエンジニア専攻の学生の就職先をさらに限
定することになり、エンジニア専攻の卒業生
であってもセールスエンジニアやエンジニア
リングの知見を必要としないホワイトカラー
になることが多かった。

今後、ロシア製造業が独自の製品を生み出
したり、継続的に生産性を向上したりしてい
くためには、各企業や大学における設計・エ
ンジニアリング部門の強化は不可欠であると
考えられる。

5 熟練労働力の不足
旧ソ連崩壊後は、ロシア国内での生産が落

ち、国内のサプライチェーンも崩壊した。こ
の過程で多くのロシアの熟練工は失業し、
1990年代に成人になった若者は工場労働者へ
の就業希望を持てず、専門学校などの教育機
関も閉鎖されたため職業訓練を受ける機会も

図4　2015年度のロシアの大学の学部学生入学定員比率

図5　2014年度の日本の大学の学部学生入学定員
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く、複数の工程を受け持てるようになること
が必要である。

6 ソ連由来の組織構造と
 人事評価制度

旧国営企業であった企業を中心に、ロシア
の製造企業は従来型のトップダウン型の組織
構造を取っている。

大企業になると、監督者と部下の意見交換
が不十分であり、現場管理者への予算権限の
委譲なども行われていない。実際に、課題を
抱えている企業ほど、社長・経営層の指示に
ついて本人から直接指示されるか、レターな
どで証拠を見せないと伝わらない。

また、旧国営企業系の部品製造メーカー
は、いまだに親会社の生産体制の一部に組み
込まれているため、親会社へ部品を販売する
仕切値を適切に設定できなかったり、生産計
画を自社で完結して作れなかったりするなど
の課題も抱えている。

カイゼン活動についても、管理監督者が改
善活動を実施しておらず、現場の製造担当者
のカイゼン活動を推進するようなQCサーク
ルも見られない。基本的に、ロシアでカイゼ
ン活動やリーン生産方式は大手企業のみ知ら
れており、中小企業ではまだ十分に普及・啓
蒙が行われていない。多くの製造現場で労働
者の評価基準が不良品も含めた生産高となっ
ているため、良品を作ろうとするインセンテ
ィブに乏しい。また、カイゼン活動への取り
組みも評価対象となっておらず、人事評価の
観点からも継続的な生産性向上の取り組みは
期待できない状況である。

失われた。90年代に成人になった世代は現在
42歳から52歳くらいであり、本来ならば各製
造現場で職長やライン長を務める製造の要に
なる年代である。ロシアの製造の現場では、
これらの年齢層の熟練労働者が不足している
か、経験が不足しているのが実情である。

プーチン大統領が就任した2000年以降に、
ロシア国内の生産の強化と、輸入代替の推進
が政策的に取り組まれるようになった。この
結果、 1 日あたりの賃金は、90年代の20ドル
から、2000年代は100ドルまで向上してい
る。この水準は、08年以降のリーマンショッ
クによる不況時にも、政府による財政出動、
企業への金融支援により維持されていた。た
だし、リーマンショック時の政府による金融
支援の結果、多くの民間企業が実質的に国営
化され、市場による自然淘汰の機能が低下し
ている。

ウクライナ危機もロシアの労働者の教育環
境を悪化させている。ウクライナ危機以降、
外資系企業では外国人のラインマネジャーの
帰国が相次いだ。この外国人ラインマネジャ
ーの後を担えるロシア人熟練労働者がおら
ず、結局、ラインの生産能力や労働者の指
導・訓練能力が低下する状況となっている。

以上の背景から、現在、ロシアの多くの製
造現場で新人とベテランのスキルレベルの差
が大きくなっている。また、多能工化も行わ
れていない。

ロシアでも研修は行われているようだが、
座学的な研修が一般的で、現場OJTなどで加
工の実技スキルを高めるような指導はあまり
積極的に行われていないようである。標準作
業時間をそろえるためにも、現場作業員のス
キルレベルを一定水準以上に高めるだけでな
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トについて、設備を導入した順に入れている
ために動線が絡まっていたり、手持ちの移動
が異常に長くなっていたりするケースもよく
見られる。原料を入れてから製品として出て
くるまでのスループットの短縮の余地がかな
りある状況である。
「安全」の意識もかなり低い。たとえば、重
い治具や部材を運ぶための台車やクレーンな
どが整備されておらず、持ち運びで作業員が
疲労したり、落下した際のけがのリスクもあ
ったりする。ロシアでは人に対するコスト意
識が低く、けがをしてもわずかな補償しか行
わないため、現場の作業員が安全で健康に仕
事に取り組める環境の整備が十分に行われて
いない。

このように、日本だけでなく、広く海外の
生産現場で知られている5Sという概念であ
るが、本質的な考え方を理解し、実践してい
るロシア企業は多くないのが現状である。

2 品質管理
製造現場では、材料受入れ、製造工程、完

成品検査の三段階で必要な品質管理上の対策
が十分に行われていない。

材料受入れ時には納入品の品質検査を受け
取り側で抜き取り検査しているが、検査後の
保管方法がルーズなため材料や部品が劣化
し、無駄が発生するケースも生じている。仕
入先との間で品質保証制度を確立するほか、
自社での抜き取り検査後の保管方法を工夫す
るなど品質劣化を防ぐ取り組みが必要である
が、それらについての取り組みは低調であ
る。

製造工程に関しては、自工程のパフォーマ
ンスへの意識が高すぎるため、自工程の川上

Ⅲ	 ロシア製造業の低い生産性の実態

1 製造現場
ロシアの多くの製造現場において、いわゆ

る5S（整理、整頓、清掃、清潔、躾）は十
分にできていない。

整理・整頓について、言葉通りの表面的な
整理・整頓は行われているが、本当の意味で
ある必要なものと不要なものを区別し不要な
ものを一掃する「整理」、必要なものを必要
なときに必要な量だけ取り出せるように置き
場を決める「整頓」、というような具合には
なっていない。過去使用したが現在は使われ
ていない部品や原料が何年も放置されて使え
ない状態になっていたり、必要な治具、部
材、中間品の数量管理がきちんと行えていな
いために、過剰在庫を抱えたりしている。ま
た、整頓しているはずの治具の保管場所が分
からず、取り出して設置するまでの時間が余
分にかかったりしている。

清掃は設備や冶具・工具のみならず、作業
台、周辺の床や通路、換気扇に至るまで手を
入れる必要があるが、ロシアの製造現場では
これらも十分に行われていない。予防保全の
観点からも設備や冶具・工具を磨くことで、
外見では見つけにくい不具合を見つけやすく
するということを徹底する必要がある。

また、清潔についても、作業着を着ていな
かったり、クリーンシャワーがある入口から
入室するという基本ルールが徹底されていな
かったりする。作業着の導入を行うだけで
も、衣服由来の埃などによる不良品発生の抑
止につながるであろう。

いわゆる「ムダ取り」についても多くの課
題がある。たとえば、製造ラインのレイアウ
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れほど高くない。
日本では生産効率を高めるため作業の標準

化を行い、作業員 1 人あたりの適正な作業量
を決め、省人化しているが、ロシアでは労働
者のスキル差が大きい。単能工が基本である
ため、作業量が適正配分されていない。この
ため、流れ生産の中でボトルネックが生じて
いるのに、作業量の配分が是正されていない
ケースが発生しているようである。

また、標準作業マニュアルが整備されてお
らず、商品の加工方法や加工レベルが明確に
記述されていないため、品質のばらつきが発
生している。

さらに、作業時間上導き出される理論上の
必要作業人数よりも多い作業員が配置されて
いるため、作業員に待ち時間が発生してい
る。

これらは、社会主義時代の影響で、一旦雇
用した労働者を簡単に解雇しづらい法制度に
なっていることも原因の一つと考えられる。

生産管理の面からも、大量生産の部品の製
造であっても、生産量が大きく変動する受注
生産が一般的になっているようである。生産
量が多い企業も受注生産が主体であり、比較
的量が出る製品であっても見込み生産が行わ
れていない。受注生産のためには原材料在庫
管理や在庫計画が必要であり、見込み生産を
行うためには販売計画と製販連携が必要だ
が、不十分である。

4 情報システム
ロシアで広く普及しているERMシステム

である「1Cパッケージ」注2のフレキシビリテ
ィが低く、追加的な管理が別作業にならざる
を得ない状況もよく見られる。

や川下に対する関心や気配りはまず見られな
い。また、品質コントロールが最終製品段階
で行われており、また、納入先に対して最低
納品量の契約をしているため、ラインでの製
造においても量を製造することが優先されが
ちである。この結果、自工程の作業について
も、品質を向上・維持するより生産量を増や
すことへの意識が高く、自工程で不良品が流
れていても修繕したり取り除いたりせず、そ
のまま川下に流してしまっていることも散見
される。

完成品の検査については、納入先に出荷す
る前に最終的な品質チェックをする目的で実
施されている。出荷品から不良品を取り除く
ことが目的であり、なぜ不良が発生したのか
分析するようにはなっていない。品質保持に
ついて、品質データはとられているが、分析
が行われておらず、カイゼン活動に結びつい
ていない。

多くのロシアの工場では、組織構造上、製
造担当者と品質管理担当者が分かれており、
製造担当者に品質維持意識が薄いのも品質が
上がらない原因の一つでる。また、サプライ
チェーンの前後の企業も含めた効率改善の取
り組みが行われていないのは、継続的な調達
を行っていないため素材供給先に要求できる
だけの交渉力がなかったり、親会社への納品
であるため受入品質に関する交渉力を持って
いなかったりするためであろう。この結果、
自社で素材加工を行う必要があったり、時と
して材料納入遅れが発生し、生産計画に狂い
が出る場合がある。

3 作業標準化・工程管理
ロシアでは、作業の標準化という意識がそ
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市場だけでなく、グローバル市場への進出に
も関心が高い。このため国際的な競争力が身
につくよう、経営改善をしたいと強く望んで
いる。これらの経営者の下で適切な従業員ト
レーニングがなされれば、相当の効果は期待
できる。安倍首相・プーチン大統領で進めら
れている「 8 項目の協力プラン」の一部で行
われているロシア企業の生産性診断は、ロシ
ア企業にとっても非常に良い機会を提供して
いるといえる。

2 生産性カイゼンの目的の再確認
ロシアでも生産性カイゼンに関するさまざ

まな情報があふれており、経営層だけでなく
工場の管理者レベルでも認知度は低くない。
しかしながら、現場の作業員およびマネジャ
ーの職務責任にカイゼンの実行が含まれてお
らず、また実施したカイゼン活動により工場
の生産性が向上しても、作業員の給与などに
反映されないため、実際にはカイゼンへの関
心は高くない。一方で、経営者は工場のカイ
ゼン活動が企業価値の向上につながることを
強く意識している。工場のカイゼン活動によ
り、過剰在庫の削減、スループットの短縮、
良品率の向上が実現され、その結果、キャッ
シュフローが改善されることが期待される。
特に金利が高いロシアでは、財務状態のカイ
ゼンに効果的である。

これらカイゼン活動により生み出した財務
力で、設備投資を行ったり、設計能力を獲得
したりすることで、さらなる発展を実現でき
ることを経営層にも徹底する必要がある。カ
イゼン活動がもつこの財務改善効果は、ロシ
アにおける生産性改善の議論を行う際に、よ
り焦点が当てられてもよいと考えられる。

また、生産計画など日程管理がシステマチ
ックになっておらず、人依存度が高い。製造
工程や在庫状況が可視化されていないため、
必要以上の在庫を抱えていることが多い。工
程管理のための標準作業時間が適切に把握さ
れていないことが原因である。

Ⅳ	 ロシア製造業の生産性の向上に向けて

ここまで見てきたように、ロシア製造業企
業を取り巻く外部環境や企業経営上の課題、
また製造現場の現状を見ると、ロシアにおい
て、製造業の生産性向上は難しいのではない
かとの思いも生ずるが、一方でロシア人の気
質や、ソ連崩壊後に起業された新興ロシア中
小製造企業の生産性改善への取り組み状況の
中には、明るい兆しも見えてくる。ここで
は、ロシア製造企業の生産性向上の実現の肯
定的な可能性について指摘する。

1 製造業に向いているロシア人気質
基本的に、ロシア人は勉強熱心であり、数

理・論理・情報分野にも強く、優秀なエンジ
ニアも多い。また、作業員レベルもまじめで
粘り強く、挨拶など基本的な習慣も身につい
ている。製造現場では、ある程度の清掃は行
われており、冶具や備品なども整理して使お
うという意識が感じられる。このため「カイ
ゼン活動」を行い、生産性を上げていくため
の基本的な条件はそろっていると考えられ
る。

現在ロシアでは、ソ連以来の大企業が分社
化・民営化されている。分社化・民営化され
た子会社の経営層が40代以下の若い世代の場
合や、新たに起業した経営者は、ロシア国内
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特に、大企業や大企業から分社化した子会社
の場合、作業員の権限範囲が狭く、ラインを
止める、自工程完結で品質を作り込むことな
どができない場合も多い。このような場合、
現場レベルでのカイゼン活動を実施するのと
並行して、組織改革・人事評価制度改革を行
う必要がある。

旧ソ連由来の大企業の場合、現場ライン長
レベルでも改善活動のための予算権限を保有
していなかったり、工程を止める、作業工程
を見直すなどの権限を有していなかったりす
ることも多い。これらの権限は、現場の実情
をあまり理解していない経営層にあり、適切
な判断や指示が行われにくい。また、多くの
現場労働者も製品の生産量で評価されている
ため、製造中の製品に不良を見つけても、積
極的に不良品を取り除いたり、修繕しようと
したりすることがない。自分の担当範囲はあ
る程度責任を持つが、その範囲を超えて手を
出さない。ましてや、全工程にわたるいろい
ろなカイゼン提案が出されることはまずない。

これらの状況を解決するため、まず経営層
から製造現場へ権限移譲して、中間管理職に
生産の責任を持たせることが有効である。こ
れにより、経営層は経営戦略など、より上位
の意思決定に時間を割けるようになる。権限
配分を見直すことで、現場に近いところで意
思決定が行えるようになれば、スピーディに
工場のカイゼン活動が実行されるようになる
であろう。

また、現場労働者の評価基準を生産される
製品の生産量とともに、良品率で測ることも
重要である。不良品を作ることが、会社にと
っても自分にとっても大きな損害であり、機
会損失であるということをしっかり理解させ

3 生産タイプ別・企業規模別の
 アプローチが必要

ロシア企業は、自分たちの生産のタイプや
企業規模によってカイゼン活動のアプローチ
が異なることについての認識が低いのが現状
である。

カイゼンに関する情報がそれなりに普及し
ているため、一般論としてのカイゼン活動の
内容は理解しているが、自社の業種や企業規
模、実際の生産プロセス現場に適合したもの
にカスタマイズされていない。このため、表
面的なカイゼン活動は実施されているもの
の、その企業に特有な問題を解決するカイゼ
ン活動になっていないことも多い。このよう
な本質的な課題を見つけ、解決策を提示する
ことは、長年の実地での経験が必要であり、
デスクトップでの学習や研修だけでは難し
い。

実際、組み立て工程では作業の平準化や一
個流しなどの組み立て方の工夫が鍵になる
が、製造装置を用いる工程では段取りにあて
る時間の削減や良品率を上げることが大きな
効果をもたらす。一方で、金型などの一品物
は個々の製造工程だけでなく、全体の工程管
理や工場スペースの有効活用、在庫管理など
が重要になる。このような製造タイプ別の生
産性改善の取り組みを明示的に進めることが
必要である。

4 組織改革・人事評価制度改革を
 優先する

ロシアの製造業の生産性を改善するには、
最新鋭の設備への投資よりも、生産現場にお
ける権限配分の見直し、人事評価制度の見直
しなどの方が、優先度が高いと考えられる。
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造業の生産性は必ずしも高いわけではない。
むしろカイゼンの余地が十分に残されてい
る。しかしながら、経営層も作業員も生産性
カイゼンに関する知識獲得意欲は高く、高い
ポテンシャルを持っているカイゼン活動が理
解され、広く普及すれば、日本企業の海外生
産拠点の一つになり得る。

このようなロシア企業の状況や特性を理解
し、日本の製造業が得意とする生産性カイゼ
ンを実現させるソリューションを提供するこ
とで、日露双方の成長がより加速することを
期待する。

注

1 Стратегия развития станкоинструментальной 
промышленности
до 2030 года

2 ロシア語のCは英語のSである。よってここは1S 
Enterprise社が提供しているERPパッケージを
表す
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